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平成１７年１０月期 個別財務諸表の概要 

平成 17 年 12 月 19 日 
 
会 社 名  エイケン工業株式会社                  上場取引所 ＪＡＳＤＡＱ 
コード番号  ７２６５                              本社所在都道府県 静岡県 

（ＵＲＬ http：//www.eiken-kk.co.jp） 

代 表 者  役 職 名  代表取締役 

        氏 名  河野 三征 

問い合わせ先  責任者役職名  取締役総務部長 

        氏 名  池田 文明             ＴＥＬ（０５３７）８６－３１０５ 
決算取締役会開催日  平成 17 年 12 月 19 日           中間配当制度の有無    有 
定時株主総会開催日    平成 18 年 1 月 27 日        単元株制度採用の有無  有(1 単元 1,000 株) 
配当支払開始予定日  平成 18 年 1 月 30 日 
 

１．１７年１０月期の業績（平成１６年１１月１日～平成１７年１０月３１日） 

（１）経営成績                                                             （百万円未満切捨） 

 売    上    高 営  業  利  益 経  常  利  益 

 百万円        ％ 百万円        ％ 百万円        ％

１７年１０月期 ４,００６ (△ 8.4) ３０３ (△32.1) ３１６ (△30.6) 

１６年１０月期 ４,３７４ (  6.1) ４４７ ( 17.2) ４５６ ( 16.1) 

 

 
当 期 純 利 益 

１株当たり

当期純利益

潜在株式調整後

1株当たり当期純利益

株主資本 

当期純利益率 

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高

経常利益率

 百万円       ％ 円   銭 円   銭 ％ ％ ％

１７年１０月期 １８２ (△25.0) 24 37 － －  5.0  6.2   7.9 

１６年１０月期 ２４３ ( 17.7) 33 03 － －  6.8  9.0  10.4 

（注）１．期中平均株式数  １７年１０月期  6,889,654 株     １６年１０月期  6,932,173 株 

      ２．会計処理の方法の変更      無 

     ３．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 

（２）配当状況 

１株当たり年間配当金  

 中   間 期   末 

配当金総額

（年   間）
配当性向 

株主資本 

配 当 率 

 円   銭 円   銭 円   銭 百万円 ％ ％

１７年１０月期 15 00 － － 15 00 １０３ 61.6 2.8 

１６年１０月期 15 00 － － 15 00 １０３ 45.4 2.8 

 

（３）財政状態 

 総   資   産 株  主  資  本 株主資本比率 1株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円      銭

１７年１０月期 ５,０２７ ３,７２７ 74.1 539 87 

１６年１０月期 ５,１０６ ３,６４４ 71.4 525 79 

（注）期末発行済株式数   １７年１０月期  6,877,548 株  １６年１０月期      6,903,548 株 

     期末自己株式数  １７年１０月期  322,452 株  １６年１０月期    296,452 株 
 

２．１８年１０月期の業績予想（平成１７年１１月１日～平成１８年１０月３１日） 

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金  
売  上  高 経 常 利 益 当期純利益

中   間 期   末  

 百万円 百万円 百万円 円   銭 円   銭 円   銭

中   間   期 ２,０３０ １６０  ９２ 0 00 － － － － 

通       期 ４,１００ ３３７ １９５ － － 15 00 15 00 

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期）２８円４７銭 

（ 注 ） 上記予想の前提条件及びその他の関連する事項については、連結添付資料６項「通期の業績見通 

    し」をご参照下さい。 
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１．個別財務諸表等 

（１）貸借対照表 
                                                （単位：千円単位未満切捨） 

第  36 期 
(平成 16 年 10 月 31 日現在) 

第  37  期 
(平成 17 年 10 月 31 日現在) 

前期比増減期   別 
 科   目 

金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 

(資 産 の 部)  ％  ％ 

Ⅰ 流  動  資  産    

1.現 金 及 び 預 金  1,701,806  1,486,086    △215,719

2.受 取 手 形※1,5  720,353  537,785    △182,568

3.売 掛 金※1  438,534 537,958     99,424

4.有償支給未収入金  3,815 3,827         11

  5.商 品  73,770 62,945   △ 10,825

  6.製 品  170,703 161,087   △  9,616

  7.半 製 品  144,864 140,636   △  4,227

  8.原 材 料  112,712 117,947      5,234

  9.仕 掛 品  17,299 13,904   △  3,395

 10.貯 蔵 品  31,004 34,093  3,088

 11.前 払 費 用  14,000 14,311        310

 12.繰 延 税 金 資 産  19,143 14,470  △ 4,673

 13.そ の 他  14,048 12,889  △ 1,159

 14.貸 倒 引 当 金  △   469 △ 1,090  △   621

流 動 資 産 合 計  3,461,589 67.8 3,136,852 62.4 △324,736

Ⅱ 固 定 資 産    

(1)有 形 固 定 資 産    

1.建 物 996,536 1,004,634   

  減価償却累計額 511,961 484,574 543,909 460,725  △ 23,849

2.構 築 物 72,816 74,287   

  減価償却累計額 42,997 29,818 45,692 28,595  △ 1,223

  3.機 械 装 置 1,434,625 1,551,284   

  減価償却累計額 1,122,246 312,378 1,176,135 375,148    62,769

  4.車 輌 運 搬 具 36,872 32,566   

  減価償却累計額 28,899 7,973 25,457 7,109  △   864

  5.工 具 器 具 備 品 828,702 861,571   

  減価償却累計額 747,698 81,004 772,693 88,878    7,873

  6.土 地  196,800 219,503  22,702

  7.建 設 仮 勘 定  ― 29,047  29,047

有形固定資産合計  1,112,550 21.8 1,209,006 24.0   96,456

(2)無 形 固 定 資 産    

  1.借 地 権  2,250 ―  △ 2,250

  2.ソ フ ト ウ ェ ア  5,138 4,543  △   594

  3.電 話 加 入 権  1,569 1,177  △   391

無形固定資産合計  8,958 0.2 5,721 0.1 △ 3,236

(3)投資その他の資産    

  1.投 資 有 価 証 券  155,274 326,741  171,466

  2.関 係 会 社 株 式  44,538 44,538       ―

 3.出 資 金   260 260       ―

  4.長 期 貸 付 金  1,044   600  △    444

  5.破産債権・更生債権    

    その他これらに準ずる債権  
― 4,582 

 
4,582

  6.長 期 前 払 費 用  37,161 27,040  △ 10,121

7.繰 延 税 金 資 産  121,031 100,392  △ 20,639

  8.会 員 権  1,250 1,250       ―

  9.保 険 積 立 金  148,355 162,750    14,394

 10.長 期 性 預 金  10,000 10,000  ―

 11.そ の 他  5,283 3,085  △  2,197

 12.貸 倒 引 当 金   △   551  △ 5,133  △  4 582

投資その他の資産合計  523,648 10.2 676,108 13.5  152,460

   固 定 資 産 合 計  1,645,157 32.2 1,890,837 37.6    245,679

   資 産 合 計  5,106,747 100.0 5,027,690 100.0 △ 79,057



 -31- 

 

                                                                             （単位：千円単位未満切捨） 

第  36  期 

(平成 16 年 10 月 31 日現在) 

第  37  期 

(平成 17 年 10 月 31 日現在) 
前期比増減

 

期   別 

 科   目 金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 

(負 債 の 部)  ％  ％ 

Ⅰ 流  動  負  債    

1.支 払 手 形  102,328   95,241    △  7,087

2.買 掛 金  176,053  167,206    △  8,847

3.短 期 借 入 金  ― 50,000  50,000

4.1 年内返済予定の長期借入金  300,000 300,000  ―

5.未 払 金  50,008 41,699   △  8,309

  6.未 払 法 人 税 等  98,500 52,000   △ 46,500

  7.未 払 消 費 税 等  17,614    898   △ 16,716

  8.未 払 費 用  28,026 28,211        184

  9.前 受 金  9,610 14,454      4,843

 10.預 り 金  18,040 12,075   △ 5,965

 11.賞 与 引 当 金  23,127 21,856   △  1,270

 12.設 備 支 払 手 形  23,643 41,391      17,748

 13.そ の 他  2,013 2,141        128

流 動 負 債 合 計  848,968 16.6 827,176 16.5  △ 21,791

Ⅱ 固 定 負 債    

  1.長 期 借 入 金  300,000 150,000   △150,000

  2.退職給付引当金  95,083 92,664   △  2,418

  3.役員退職慰労引当金  215,922 227,961     12,039

  4.預 り 保 証 金  2,000 2,000  ―

固 定 負 債 合 計  613,005 12.0 472,626  9.4  △140,379

  負 債 合 計  1,461,973 28.6 1,299,802 25.9  △162,170

(資 本 の 部)    

Ⅰ 資 本 金※2  601,800 11.8 601,800 12.0 ―

Ⅱ 資 本 剰 余 金    

  資 本 準 備 金  389,764 389,764  

資本剰余金合計  389,764 7.6 389,764 7.7 ―

Ⅲ 利 益 剰 余 金※6    

 1.利 益 準 備 金  150,450 150,450  ―

 2.任 意 積 立 金     

 (1)特別償却準備金 1,639 1,240    △    399

 (2)別 途 積 立 金 2,300,000 2,301,639 2,400,000 2,401,240    100,000

3.当期未処分利益  348,272 313,027   △ 35,244

利益剰余金合計  2,800,361 54.8 2,864,717 57.0  64,356

Ⅳ その他有価証券評価差額金  8,116 0.2 40,726 0.8 32,610

Ⅴ 自 己 株 式※3  △ 155,268 △ 3.0 △ 169,121 △ 3.4  △ 13,853

資 本 合 計  3,644,773 71.4 3,727,887 74.1 83,113

負債及び資本合計  5,106,747 100.0 5,027,690 100.0  △ 79,057
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（２）損益計算書 

（単位：千円単位未満切捨） 

第  36  期 

自 平成 15 年 11 月 1 日 

至 平成 16 年 10 月 31 日 

第  37  期 

自 平成 16 年 11 月 1 日 

至 平成 17 年 10 月 31 日 

前期比増減期   別 

 科   目 

金    額 百分比 金    額 百分比 金    額 

  ％  ％ 

Ⅰ 売上高    

(1) 製 品 売 上 高    

1.製 品 売 上 高 3,111,662 3,034,729   

2.半 製 品 売 上 高 440,161 329,950   

3.そ の 他 146,111 118,513   

計 3,697,935 3,483,193   

(2) 商 品 売 上 高 676,184 4,374,119 100.0 523,493 4,006,687 100.0  △367,432

    

Ⅱ 売上原価    

(1) 製 品 売 上 原 価    

  1.製品期首たな卸高 197,232 170,703   

  2.当期製品製造原価※2 2,600,767 2,594,250   

計 2,797,999 2,764,953   

  3.製品期末たな卸高 170,703 2,627,296 60.1 161,087 2,603,866 65.0  △ 23,430

(2) 商 品 売 上 原 価    

  1.商品期首たな卸高 87,091 73,770   

  2.当期商品仕入高 468,124 355,333   

  3.他 勘 定 受 入 高※1 123,896  96,850   

計 679,112 525,954   

  4.商品期末たな卸高 73,770 605,341 13.8 62,945 463,009 11.5  △142,332

    売 上 原 価 合 計  3,232,638 73.9 3,066,876 76.5  △165,762

    売 上 総 利 益  1,141,481 26.1   939,811 23.5  △201,670

Ⅲ 販売費及び一般管理費※2    

  1.販 売 促 進 費 28,626 18,231   

  2.運 搬 費 114,325 103,383   

3.役 員 報 酬 58,634 58,564   

 4.給 料 162,802 161,198   

5.賞 与 51,056 46,183   

6.退 職 給 付 費 用 8,441 6,618   

7.役員退職慰労引当金繰入額 16,404 12,039   

 8.賞与引当金繰入額 7,061 6,886   

  9.福 利 厚 生 費 37,037 36,787   

 10.通 信 交 通 費 23,639 20,460   

 11.減 価 償 却 費 24,830 25,796   

 12.賃 借 料 16,548 15,601   

 13.保 険 料 11,084 12,850   

 14.貸倒引当金繰入額  ― 5,203   

 15.そ の 他 133,794 694,289 15.9 106,221 636,026 15.9  △ 58,263

    営 業 利 益  447,191 10.2 303,784  7.6  △143,407
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（単位：千円単位未満切捨） 

第  36  期 

自 平成 15 年 11 月 1 日 

至 平成 16 年 10 月 31 日 

第  37  期 

自 平成 16 年 11 月 1 日 

至 平成 17 年 10 月 31 日 

前期比増減期   別 

 科   目 

金    額 百分比 金    額 百分比 金    額 

  ％  ％ 

Ⅳ 営業外収益    

  1.受 取 利 息 1,207  2,014   

2.有 価 証 券 利 息 ― 761   

3.受 取 配 当 金 1,247 3,747   

  4.賃 貸 料 収 入 9,248 9,441   

  5.為 替 差 益 ― 2,119   

  6.そ の 他 4,218 15,920 0.4 2,694 20,778 0.5     4,858

Ⅴ 営業外費用    

  1.支 払 利 息 4,283 3,938   

  2.売 上 割 引 1,082 2,373   

  3.投資有価証券評価損 ― 1,371   

  4.為 替 差 損 1,256 ―   

  5.そ の 他 485 7,107 0.2 584 8,267 0.2     1,159

  経 常 利 益  456,004 10.4 316,296  7.9  △139,708

Ⅵ 特別利益    

  1.固定資産売却益※3 29 ―   

  2.投資有価証券売却益 ― 1,049   

  3.貸倒引当金戻入益 797 ―   

  4.解 約 保 険 差 益 3,773   535   

  5.保 険 金 収 入  ― 4,600 0.1 1,980 3,565 0.1  △  1,034

Ⅶ 特別損失    

 1.固定資産除却損※4 27,577  1,811   

 2.固定資産売却損※5 919 421   

 3.投資有価証券評価損 6,852 ―   

  4.会 員 権 評 価 損 400 ―   

  5.貸倒引当金繰入額※6 550 ―   

  6.解 約 保 険 差 損  854 ―   

7.役員退職慰労金 3,441 40,594 0.9 ―  2,233 0.1  △ 38,360

  税引前当期純利益  420,010 9.6 317,627 7.9  △102,382

  法人税､住民税及び事業税 171,508 130,976   

  法人税等調整額 4,600 176,108 4.0 3,842 134,818 3.3  △ 41,290

    当 期 純 利 益  243,901 5.6 182,809 4.6  △ 61,092

    前 期 繰 越 利 益  104,370 130,218     25,847

  当期未処分利益  348,272 313,027   △ 35,244
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（３）利益処分案 

（単位：千円単位未満切捨） 

第  36  期 第  37  期 前期比増減 期   別 

 科   目 金    額 金    額 金    額 

   

Ⅰ 当期未処分利益  348,272 313,027  △ 35,244  

   

Ⅱ 任意積立金取崩額   

   特別償却準備金取崩額 399  399 437 437  38  

   合          計  348,671 313,465  △ 35,206  

   

Ⅲ 利益処分額   

(1)配当金  103,553  103,163  

(2)役員賞与金 14,900  14,900  

 （うち監査役賞与金） （―） （―）  

(3)任意積立金   

別途積立金 100,000  218,453 100,000 218,063  △    390  

Ⅳ 次期繰越利益  130,218  95,402  △ 34,816  
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重要な会計方針 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 

（１）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

（２）その他有価証券 

     時価のあるもの 

      決算末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は、

移動平均法により算定) 

     なお、組込デリバティブの時価を区分して測定することが出来ない複合金融商品は、複合金融

商品全体を時価評価し、評価差額を今期の損益に計上しております。 

時価のないもの 

      移動平均法による原価法 
 

２．デリバティブ取引により生じる債権及び債務の評価基準及び評価方法 

時価法 
 

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

（１）商品・製品・半製品・仕掛品・原材料・貯蔵品（梱包材料） 

総平均法による原価法 

ただし､金型製品・金型仕掛品は個別法による原価法 

（２）貯蔵品（梱包材料以外） 

最終仕入原価法 
 

４．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

定率法 

    ただし､平成 10 年４月１日以降に取得の建物（建物付属設備を除く）は定額法 

    なお､主な耐用年数は次の通りであります。 

    建 物        ７～３８年 

    構 築 物        ７～４０年 

    機 械 装 置        ８～１２年 

    車 輌 運 搬 具               ４～ ６ 年 

    工 具 器 具 備 品               ２～１５年 

（２）無形固定資産 

ソフトウェア（自社利用分）については､社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法 

（３）長期前払費用 

定額法 
 

５．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しております。 

（２）賞与引当金 

従業員に支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

（３）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び中小企業退職金共済の支給見

込額に基づき計上しております。 

（４）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

 

６．リース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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７．消費税等の会計処理 

   税抜方式を採用しております。 

 

表示方法の変更 

第 36 期 
  自  平成 15 年 11 月 1 日 
  至  平成 16 年 10 月 31 日 

第 37 期 
  自  平成 16 年 11 月 1 日 
  至  平成 17 年 10 月 31 日 

    

    

    

前期では、営業外費用の「その他」に含めて表示し

ておりました「為替差損」は、当期において営業外

費用の 100 分の 10 を超えたため、区分掲記いたしま

した。     

なお、前期の「為替差損」の金額は 24 千円でありま

す。 

 

 

注記事項 

（貸借対照表関係） 

第 36 期 

（平成 16 年 10 月 31 日現在） 

第 37 期 

（平成 17 年 10 月 31 日現在） 

※1.関係会社に係る注記             ※1.関係会社に係る注記             

    区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次の通りです。     

    区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次の通りです。     

 受 取 手 形 127,871 千円   受 取 手 形 140,635 千円  

 売 掛 金 41,848 千円   売 掛 金 41,401 千円  

  

※2.会社が発行する株式の総数 26,400 千株  ※2.会社が発行する株式の総数 26,400 千株  

   発行済株式の総数 7,200 千株     発行済株式の総数 7,200 千株  

  

※3.自己株式の保有数 ※3.自己株式の保有数 

  普通株式 296,452 株     普通株式 322,452 株   

  

4.受取手形割引高 3,695 千円  4.受取手形割引高 3,681 千円  

    

※5.     

    

    

※5.期末日満期手形の取扱い 

  期末日満期手形は満期日に決済が行われたもの

として処理しております。なお、内訳は次の通

りであります。     

 受取手形 72,176 千円      

  

※6.配当制限 

商法施行規則第 124 条第３号に規定する資産に

時価を付したことにより増加した純資産は

7,376 千円であります。 

※6.配当制限 

商法施行規則第 124 条第３号に規定する資産に

時価を付したことにより増加した純資産は

40,374 千円であります。 
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（損益計算書関係） 

第 36 期 
  自  平成 15 年 11 月 1 日 
  至  平成 16 年 10 月 31 日 

第 37 期 
  自  平成 16 年 11 月 1 日 
  至  平成 17 年 10 月 31 日 

※1.他勘定受入高の内訳は、次の通りであります。 ※1.他勘定受入高の内訳は、次の通りであります。

  

 当期製品製造原価のうち原材料仕入高 78,922 千円   当期製品製造原価のうち原材料仕入高 57,380 千円  

 製造原価の労務費及び経費 44,974 千円   製造原価の労務費及び経費 39,470 千円  

 計 123,896 千円   計  96,850 千円  

  

※2.研究開発費の総額 ※2.研究開発費の総額 

 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開   一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開

発費    92,845 千円 発費    92,487 千円  

  

※3.固定資産売却益の内訳は、次の通りであります。 ※3.  

 工具 器具 備品    29 千円      

  

※4.固定資産除却損の内訳は、次の通りであります。 ※4.固定資産除却損の内訳は、次の通りであります。

 建 物 19,049 千円   機  械  装  置   505 千円  

 建 物 付 属 設 備 2,180 千円   車 輌 運 搬 具   279 千円  

 構 築 物 614 千円   工具 器具 備品   634 千円  

 機  械  装  置 3,966 千円   電 話 加 入 権   391 千円  

 工具 器具 備品 1,766 千円   計  1,811 千円  

 計 27,577 千円     

  

※5.固定資産売却損の内訳は、次の通りであります。 ※5.固定資産売却損の内訳は、次の通りであります。

 機  械  装  置 643 千円   機  械  装  置 371 千円  

 車 輌 運 搬 具 275 千円   車 輌 運 搬 具  50 千円  

 計 919 千円   計 421 千円  

  

※6.     ※6.ゴルフ会員権の預託保証金に対するものであり

ます。     
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（リース取引関係） 

第     36     期 

自  平成 15 年 11 月 1 日 

至  平成 16 年 10 月 31 日 

第     37     期 

自  平成 16 年 11 月 1 日 

至  平成 17 年 10 月 31 日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンスリース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンスリース取引 

  

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

   相当額及び期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

   相当額及び期末残高相当額 

  機械装置 
工具器具 
備    品 

合  計   機械装置 
 

 
 

取得価額 

相 当 額 
 

 

107,255 

 

16,982 

千円

124,237

取得価額 

相 当 額 

 

 

 

107,255 

 

 

 
減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

 
 

58,714 

 

13,695 

千円

 72,409

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

 
 

74,036 
 

期末残高 

相 当 額 
 

 

48,541 

 

3,286 

千円

51,828

期末残高 

相 当 額 
 

 

33,219 
 

  

(2)未経過リース料期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額 

 １ 年 以 内 19,164 千円  １ 年 以 内 15,782 千円  

 １ 年 超 34,485 千円  １ 年 超 18,703 千円  

 合 計 53,649 千円  合 計 34,485 千円  

  

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

   相当額 

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

   相当額 

 支 払 リ ー ス 料 20,168 千円  支 払 リ ー ス 料 20,168 千円  

 減価償却費相当額 18,609 千円  減価償却費相当額 18,609 千円  

 支払利息相当額 1,502 千円  支払利息相当額 1,004 千円  

  

(4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と 

  する定額法によっております。 
同   左 

  

(5)利息相当額の算定方法 (5)利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額 

  の差額を利息相当額とし、各期への配分方法 

   については、利息法によっております。 

同   左 

 

（有価証券関係） 

 第 36 期（平成 16 年 10 月 31 日現在） 

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

  第 37 期（平成 17 年 10 月 31 日現在） 

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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（税効果会計関係） 

第 37 期（平成 17 年 10 月 31 日現在） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 

  ＜流動の部＞ 

  繰延税金資産 

   賞 与 引 当 金 8,686 千円  

   未 払 事 業 税 4,371 千円  

   そ の 他 1,411 千円  

   繰 延 税 金 資 産 合 計 14,470 千円  

 ＜固定の部＞  

  繰延税金資産  

   役 員 退 職 慰 労 引 当 金 90,604 千円  

   有 価 証 券 評 価 損 2,723 千円  

   退 職 給 付 引 当 金 34,417 千円  

   一 括 償却資産損金算入限度超過額 1,803 千円  

   そ の 他 1,493 千円  

   繰 延 税 金 資 産 小 計 131,041 千円  

   評 価 性 引 当 額 △ 3,306 千円  

   繰 延 税 金 資 産 合 計 127,734 千円  

  繰延税金負債  

   そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △26,813 千円  

   特 別 償 却 準 備 金 △   529 千円  

   繰 延 税 金 負 債 合 計 △27,342 千円  

   繰 延 税 金 資 産 の 純 額 100,392 千円  

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  法定実効税率 39.7％  

  （調整） 

   交際費等永久に損金算入されない項目 1.3％  

   受取配当金等永久に益金算入されない項目 △0.1％  

   住 民 税 均 等 割 等 0.3％  

   評 価 性 引 当 額 の 増 加 額 1.0％  

   そ の 他 0.2％  

  税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.4％  
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（１株当たり情報） 

第  36  期 第  37  期 

１株当たり純資産額 525 円 79 銭 １株当たり純資産額 539 円 87 銭

１株当たり当期純利益 33 円 03 銭 １株当たり当期純利益 24 円 37 銭

 潜在株式調整後 1株当たり当期純利益は、潜在

株式が存在していないため記載しておりません。

 潜在株式調整後 1株当たり当期純利益は、潜在

株式が存在していないため記載しておりません。

(注)１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

第 36 期 第 37 期 

当期純利益 243,901 千円 当期純利益 182,809 千円 
普通株主に帰属しない金額 14,900 千円 普通株主に帰属しない金額 14,900 千円 
（利益処分による役員賞与金） （14,900 千円） （利益処分による役員賞与金） （14,900 千円）
普通株式に係る当期純利益 229,001 千円 普通株式に係る当期純利益 167,909 千円 
普通株式の期中平均株式数 6,932,173 株   普通株式の期中平均株式数 6,889,654 株   

 

２．役員の移動 

（１）代表者の移動 

該当事項はありません。 

 

（２）その他の役員の移動 

    該当事項はありません。 

      

 

                                                                          以    上 


